
南海トラフ地震及び活断層型地震に係る被害想定調査を実施し、その結果を踏まえ、震災対策に係る今後の対応検討を実施する。
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・ハザードマップの更新・配布
・備蓄物資の見直し
・地区防災カルテへの反映による
地域防災活動の推進

・震災に強いまちづくり方針の改定
・災害廃棄物処理計画の改定 など

対象とする活断層

南海トラフ地震とは異なる被害様相（市域東部で震度７、
津波の早期到達など）が想定される活断層型地震

死者数 ：約 6,700人
全壊棟数：約34,000棟
（あらゆる可能性を考慮した最大クラス）

【主な被害量】

概要

【見直しのポイント】
・これまでの期間に進めたハード・ソフト対策の効果の反映
・災害関連死や⾼層建築物に影響のある⻑周期地震動など、
新たな課題や最新の知見を踏まえた様相の想定

・あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震を想定した
より詳細な被害様相の算出 など

死者数 ：最大約 32万3千人
全壊棟数：最大約238万6千棟

【主な被害量】

南海トラフ地震被害想定(H25.3)

南海トラフ地震被害想定(H26.3)

【具体目標】
〇自治体のハザードマップ作成や津波避難ビル指定の推進
〇住宅の耐震化率の向上、ライフライン施設の耐震化の推進 など

南海トラフ地震防災対策推進基本計画の策定(H26.3)

〇ハザードマップを作成・公表、震災対策実施計画（現：災害対策
実施計画）や各種計画を策定・反映し、本市の震災対策を推進

約10年が経過：各種計画等に基づき、各主体が着実に震災対策を実施する一方で、各地で発生する大規模地震で新たな課題が顕在化するとともに、社会状況が変化

南海トラフ地震被害想定の見直し(R7.3)

南海トラフ地震防災対策推進基本計画の見直し（R7年度以降）

市

南海トラフ地震防災対策推進計画の策定(地域防災計画への反映)

石川県は地震被害想定調査で能登半島北方沖の地震を災害度が低いと評価
その結果などを考慮し、必要な地震防災対策を講じることとしていた

被害想定の策定に当たっては、よりシビアな事象について
可能な範囲で考慮していくことが必要である

令和６年能登半島地震検証委員会検証結果（石川県中間案:R7.2)

（国、県、ライフライン事業者等）

南海トラフ地震被害想定の見直し

南海トラフ地震防災対策推進計画とともに各種計画の見直し

陸側ケースの震度分布
津波高分布図
：ケース①

あらゆる可能性を考慮した
最大クラスの浸水範囲

主要活断層帯の
概略位置図

能登半島地震にかかる検証結果（内閣府報告書:R6.11)

南海トラフ地震のみの想定では不十分な震災対策を見直す必要がある
活断層型地震の被害想定の実施

検討体制 具体的な対策例 スケジュール
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平時における準備・想定不足などに課題

南海トラフ地震等被害想定調査及び対応検討
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